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文化交流課 平成15年度 匝 化交流課長 赤堀毅

㍍ 独立行政法人国際交流基金法 独立行政法人国際交涜基金 中期 目標

独立行政法人通則法 独立行政法人国際交流基金 中期計画

□直接実施

ロ菓務委託等 (委託先等 : )

冴補助金 〔唾 ≡滴 接〕 (補助先 :(独)国際交流革金 実施主体 = )

口貸付 (貸付先 : ) □その他 ( )

1/5 麟 蔚 1/2 l o/3 瀕 露lo/2
226 l㈹ 9(7) 45,447千円 19,589千円

運用資金 政府出資金から94.20帽万円 運用収入を国際文化交流事業経95,104百万円 民間出えん金 900百万円 }渓 糞等に充当している

肌 の他の分野において世界に貢献し､もって良好な国際環境の整備並びに我が国の調和ある対外関係の維持
発展に寄与することを目的とした業務を行う○運営費交付金及び運用資金は財源の一部に充てられる.

独立行政法人国際交流基金業務経費

基金設立当初､運用資金の運用収入を事業経費に､運営費交付金 (当時は補助金)を体制整備費 .管理
費に充てることとされたが､低金利時代を背景ーこ､交付金も事業経費の一部に充当されるようになったo'

成- 日並怯全音揺輩ー-日由香流セン々一重糞 (青JJ>生招政一-パりEj太支Jr,.全館茎輩などr=春でF,九､
呑付合は-これらを除く日太話者 78-E]太研費 .知的香流及び文化芸術の各主筆の蕗着飾Tfl=事理着に充
てられている.運営費交付金は､2000年の約166億円をピークに､2009年度までに24%削減されているo
1.日本語普及手業 :日本語教育促進 (専門家派遣､講座助成等)､日本語能力試験､日本語教育ネット
ワーク強化､日本語教師 .学習者 (外交官 .公務鼻､研究者)訪日研修､教材の開発等
2.日本研究 .知的交淀事業 :日本研究機関支援､日本研究フエEj-シップ､日本研究機関組耗強化支
探､知的交流会議等の開催､知的交流のためのフェローシップ等
3.文化芸術事業 :日本文化紹介派遣､文化人招-い､市民 L青少年交洗､海外展示､国内展示､海外で

の日本の舞台芸術紹介､国内での海外の舞台芸術紹介､海外での日本映画祭､文化芸術分野での情報交流等

平成22年度概算要求額 人件費

(捌 益を含む予矧 12?.,.≡,24百万円 ( 聴貞構成 概算人件費 従事職職員数

一.868(那 収益を含む予定軌 ‖0) 百万円 担当正職員 231 人

12.192(運用収益を含む予定#14.228) 百万円 臨時職員他 一 千円 人

年 度 総 額 地方公共団体の裏負担がある場合.概算の総額

H19(決算額) 13,049

0 ＼

H20(決井見込嶺) 12.892 ＼

H21(当初予算) 12.569 ＼

H21(補正予算). 0 ＼

H22概算要求 12,192 ＼

独立行政法人国際交流基金運営費交付金:12.192百万円_"-運用資金運用収入 :2,036百万円独立行政法人国際交流基金運営費交付金:12.192百万円_"-運用資金運用収入 :2,036百万円



事 業 番 号 2 -4 9

(独)国際交流基金運営費交付金及び運用資金

文化交流課長 赤堀毅

l 文化外交の必要性:文化外交は､日太に対する諸外国の槙緬を増進し文化の分野での国際育献r=よってEl

蓋呈造詣 諾 提 言書器 ぎ浩始 eto,'敷 詰 詮 詣 )諾 !諾 芸,LLtJ悪 賢 LTtT rLTtZtE
日本の経済力が相対的に低下し､ODA予算も減る中､文化外交は益々重要｡欧州主要国も､国際社会の中の地
位を維持するために文化外交を重視｡近年､中国､韓国も文化外交を強化｡
2.国際交涜基金の必要性 日本は､英仏独などと同様､外賂省(未着･存外公館)が直接裏梅することができない
又は靖当でない蕃妾を宴旅できる観点 東門的な人材の長XFI的育成の観点 現業的観点から､政府から一定の
独立性を有する公的機関である国際交流基金に文化外交を担わせて11る｡匡闇は 藩糞ベースr=垂らない壬斐

㌃ =讃 Ei*t諾 芝諾 諾 あBB認 諾 琵 思 打 設 謙 語 票 ごD.9,.年から加 年｡
間に23.4倍に増加しているOまた､外国政府による中等教育課程へのEl本語教育導入等の動きも広がっている｡
増大するニーズに対応するため_公的レベルにおける日大語普及の更なる拡充が急務.② 海外の日本研究は､
近年､Et)m掌への関心の高まりや世代安代という塞熊に直面しており 日太理解の低下や人脈の先細りが危倶さ
れている｡また､日本の国際的な知的発信を強化するため､知的対話を通じた共通の課題解決への貢献が重要｡
③日本文化への関心を高め､日本の良好なイメージの拡大を進めるため､質の高い日本文化紹介を海外で行うこ
とが重要｡

文化庁の国際文化交流事業
文化庁は､芸術の交流を通じて日本の芸術水準を向上することを目的として事業を実施

日本ブランドの海外発信強化の叔点から.文部科学省､文化庁､農林水産省等､関係省庁.機関と連携しつつ､
基金の海外拠点を活用し.日本文化の発信に努めているO
また､ブリティッシュ･カウンシル､ゲーテ･インスティテュート､コリア･ファウンデーション､ベルリン日独センター､
カサ･アジア､(財)国際文化会館､(財)トヨタ財団等､国内外の中心的な国際交流機関･財団､ならびに国内の地
方自治体等と連携して､知的対話や人材育成等の事業を実施している0

【活動指標名】/ 年度実績 ･評価

独立行政法人国際交流基金運営費交付金

第二期中期目標 ･計画 (平成19年度-平成23年度の5年間)に基づき､外交政策上の必要性の高い事業
に重点化を図りつつ事業を実施 しており､平成20年度事業に対する在外公館 (計200公館)からの評価結
果は､ ｢文化芸術交流事業｣｢日本語事業J ｢日本研究事案｣｢知的交流事業｣r周年事業への対応｣の
5項目全てにおいて90%以上が ｢概ね良好｣以上の評価であった｡
特に海外日本語教育手業については､平成19年度に開始された日本語教育スタンダー ド開発や海外日本
語教育のネットワーク構築等が順調に進捗 し､日本語能力試験事業で専鮒 臨大(18年産314909人→20
年度390624人)､受験料収入の増加 (基金への還元額 18年度124百万円-20年度235百万円)という実
績を挙げた｡
今後は､基金と外務省 ･在外公館の間でより連携や協力に努めながら事業を効率的 ･効果的に実施する
とともに､日本語教育スタンダー ドの完成 ･普及や海外E]太語教育のネY･Jトワーク拡大 (日模 平成22生
産夫までに100撞関)等により､海外における日本語教育を推進 していく｡また､東アジア共同体構築の
ための文化 (総理所信表明演説で言及)､ ｢文化による平和構築｣など､外交政策上の必要性の最も高い
分野の事業を推進する｡

【成果指標名】/ 年度実績 ･評価

E]本語能力試験受験者数
(E]本語能力試験事業で受験音数拡大)

JFにほんごネットワーク
(H19からH22までの3年間で100箇所) 54(21年現在68)

引き続き外務省と国際交流基金との連携を東面化し､外交政策上の必要性の特に高い事業を確実に実施
していくことに努める.理存22Eかない国際交流基金在外拠点数は不十分であり､日本語能力試験受験料
収入や寄附金収入等の増加による財政的自立性を嵩めつつ 将来的に砿香を図る.

補助金等の公的資金を支出しているOその上で､同機関を中心に専門性を持った職員により､政府 ･民間
と連携 しつつ､海外における自国の文化紹介や自国に関する研究 ･知的交涜事業､自国語普及事業を実施
している｡主な各国機関は次のとおり｡
英 国 ブリティッシュ .カウンシル(海外拠点数193､職員数約7.500,予算約961億円)
フランス :アリアンス ･フランセーズ (港外拠点数1,040､織負数約12.000､予算未公表)
ドイツ ゲ-テ ･インスティテュー ト (海外拠点数135､城員数2,890､予算約310億円)
韓 国 :コリア ･ファウンデーション (海外拠点数6､職員数85､予算40億円)
(参考)中国教育部の下部組籍が孔子学院 ･孔子課堂を世界523カ所に設置 して､語学教育を中心に積極

1 昭和47年10月､国際文化交流事業を実施するために特殊法人国際交流基金が設置される｡平成3年4
月､日米センター事業を開始｡平成15年10月､独立行政法人へ移行｡平成18年4月､日中交流センター事
業を開始｡

2 独立行政法人整理合理化計画に基づき､平成20年4月に r司書日本語研修｣ r豪州NZ初中等日本語
教師研修｣の2事業を廃止o平成21年3月､芸術交流分野の国内向け助成を廃止.その他､本部 (平成20
年4月)､海外拠点の移転等による事務所借料の削減｡
3 人件糞削減努力 :平成18年12月に実施した人事 ･給与制度改革等により､平成18年度から6年間で6%
以上の給人件費削減及び給与水準の適正化に取り組んでいる｡平成20年度の対国家公務鼻指数 (地域 ･学
歴補正後)は1046で､全独法の平均値1051を下回る､更に努力を続けている｡



平成21年度国際交流基金予算の概要

■合計 171.5億円

●運営費交付金 125.7億円

●運用収入 20.5億円

●寄附金収入 9.4億円
･一般寄附金 0.2億円
･特定寄附金 9.2億円

●受託収入 8.1億円

●その他収入 7.8億円

運用資金 (951億円)の設置意義

1.二国間のハイレベルでの政治的約束
※日米センター､日中交流センター､JでリEl本文化会館

2.政府からの一定の独立性

3.長期的かつ安定的な財源基盤の確立

■ [事業費予算 (A)]
合計 131.6億円

● 海外日本語教育事業

● 日本研究 ･知的交流事業

● 文化芸術交流事業

● 調査研究 ･情報提供事業

● 在外事業費

●その他
･うち特定寄付金充当事業

45.3億円 (シェア 34.4%)

24.3億円 (シェア 18.5%)

24.3億円 (シェア 18.5%)

5.0億円 (シェア 3.8%)

22.3億円 (シェア 16.9%)

10.4億円 (シェア 7.9%)
9.2億円

1 [管理費等 (B)]
合計 39.9億円

● 人件費 21.3億円

● 物件費等 18.6億円

※(参考)
■ [A及びBのうち運用収入充当分] 合計 20.5億円

● 日米センター関連経費

● 日中交流センター関連経費

● パリ日本文化会館運営経費

● その他業務潅費

ll.1億円(シェア54.1%)
2.2億円 (シェア10.7%)
4.7億円(シェア22.9%)
2.5億円 (シェア12.2%)



国際交流基金の主な事業実績例(1972年度～2008年度)

1 日本語普及

(1)薬学蒸

(2)56万人

(3)7千人

(4)無謬

海外の日本語学習者数(2006年調査)
3年前の前回調査に比べ26%以上の増加
日本語能力試験受験者数(2008年)

(万人)
350

300

250

国内外 52カ国･地域で実施する試験 200
150

訪日研修を行った海外日本語教師は 100

延べ7千人｡ 50

※海外日本語教師数 4万4千人｡ 0

日本から派遣した日本語専門家の延べ人数

(各国の日本語教育に協力) (千七占｡ヲ本譜能力試験受撃 畢 都市数の讐｡｡(都市)

工 ｣ _] u

インドネシアでは高校の第2外国語選択方法の変更により､学 500
習者が6万人(2003年)から24万人(2006年)に急増｡基金は 400
カリキュラム･教科書作成､インドネシア人教師養成に協力｡ 300

エジプトでは､カイロ大学に日本語専門家派遣､教師訪日研修等200
で支援し､現在では同大学からエジプトおよび中東各国に TO0

日本語教師が輩出されている｡ o

2 日本研究.知的交流 19841988199319972000200420072008
(1)妻欝猶 全世界に派遣した日本の研究者･専門家の数(海外の日本理解促進のため研究者を育成)

例:大江健三郎氏 (作家/1975年メキシコ､2006年北京への派遣､他)

飯田経夫氏(名古屋大学名誉教授/1980年北京日本学研究センター､欧州等l=派遣)

(2)鮒 フェローシップを得て訪日研究を行った研究者の数 (海外の大学等の日本研究機関支援)

例:柳仁村氏(韓国文化観光部長官 2∞6年/李明博政権発足に伴い､同長官に就任)

エズラ･ボ-ゲル氏(ハーバード大名誉教授 1975年/『ジャパン･アズ･ナンバーワン』

執筆/クリントン政権下 国家情報会議の東アジア担当分析官)

ジョン･ダウー氏(米匝MrT教授 1990年/著作『敗北を抱きしめて』が 2000年米国ビュ

ーリッツアー賞受賞､内外でベストセラーに)

(3)鱒 世界の高等教育機関で日本語を学ぶ日本研究者の卵の数(2006年調査)

1993年の調査の32万人から倍増以上

(4)勝 日本とアジアの関係者を結ぶ会議.対話･交流事業の敷

くアジア域内の共同体意識､信頼関係の醸成を目指した対話･知的ネットワークの形成)

例:日本･ASEAN文化対話フォーラム(1999年～2002年)

日中簸次世代リーダーフォーラム(2002年～)

3 文化芸術交流

(1)勝 鮒 海外から日本に招へいした文化人等の敷

く来日経験のない著名人や教育者に日本文化に触れる機会を提供)

例:レヴイ･ストロース氏(仏 文化人類学者 1977年)

V･S･ナイポール氏(英 ノーベル文学賞作家1997年)

[平和構築事業] アフガニスタンrイス9TJフ焼きの陶工(グループ招へい2005年､2008年)

(2)瀕 日本文化を紹介するため海外で講演.実演等を行った専門家の数

例:手塚治虫氏(漫画家 1980年)､山下泰裕氏(柔道家･東海大学教授 2005年)

村上春樹氏(作家 2002年)

[平和構築事業] 柳津寿男氏(バルカン室内管弦楽団音楽監督2008年､2009年)

(3)鱒 TV番組｢おしん｣が放映された国の数 (日本のテレビ番組の海外における放映を促進)

例:｢プロジェクトX｣(31ヶ国)



(予算担当部局用)

事業番号2-49

(独)国際交流基金運営費交付金及び運用資金

平成21年度当初予算額 平成22年度概算要求額

1. (独)国際交流基金は､①文化芸術交流事業､②海外日本語教育事業､⑨日本
研究 ･知的交流事業の3つの柱の事業を実施している｡

2.文化芸術の国際交流である文化芸術交流妻蓋 (22要求 22億円)は､文化庁等で
も類似事業が実施されており役割分担を行う必要があるのではないか｡､
･ 例えば､国内で実施している公演や映画祭､文化人の招聴､ フィルムライブ
ラリーの運営など､国内を拠点におく妻莞 (22要求 約 2億 円)は反 則文化 庁 に
一元化し､国際交流基金は独自の海外拠点を活用 した妻堂 に幸貞化で きな いか｡

3.その他､例えば､高級ホテルでのレセ

4.運用資金 (20年度末残高 :951億

文化発信.叫声祭.講読会.文化̂等の抱へIl.7.'Lb弓イ7刊一昭営､対折･欄省耽i棄庵D i･∴ + ノ

【文化庁の類似事業】
◎フイルムセンタ-の運営.充実
◎芸術家.文化人等による文化発信推進
◎優れた芸術の国際交流

【外務省の類似事業】
◎2一世紀パートナーシップ招へい

基金の運用益で事業を行っている仕組みは､近年､金利が低水準で推移してい
る中､事業の運営として非効率な面があることから､運用益で実施している事業
内容を精査した上で､毎年度の運営費交付金で措置が可能な幸蓋については､
その基金相当額を国産に返納すべきではないか｡

(丑運用資金 951億円
ィ.政府出資金 942億円
口.民間出えん金 9億円
②運用収入
ィ.H20実績 20.9億円(運用利回り2.13%)
ロ.H21見込 20.5億円(運用利回り208%)




